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法人番号 :5 2 法人名 :京都大学
重点事項の順位 一般経費組替希望 。








































複数の大学が直接連携 ・協同してリソースや情報の交流を行う FDネットワークが東北 ・北陸・ 東海 ・
四国などで生まれてきているが、規模はさほど大きくない。本センターは、平成20'"'-'21年度の事業
























よって結び、 FDに関する諸開発が効率的に行えるための基盤を整備する (MutualOnline System 

























以上の5プロジェクトは、 互いに密接に関連している。つまり、 1)FD企画実践フ。ロジェクトと 2)
遠隔FD企画実践プロジェクトを通じて、アクションリサーチとしての 5) FD実践研究が進められ、
これらについて4) F D評価が加えられるとともに、それらの成果が 3) FD関連調査・情報共有フ。ロ
ジェクトを通じて発信 ・公開される。こうして互いに循環する 3年間の5プロジェクトを通じて、本セ
ンターは、学内、地域、全国、国際の4つのレベルでのFDの結節点となり、 FD企画 ・実践(遠隔F





































































































本センターは、平成 6 年の設立以来、 FD~こ関する数少ない全国的な拠点として多くの実績 ・ 成果











平成23年度 特別経費 (全国共同利用 ・共同実施分 [新規事業])所要額調
)1慎 位 法人番号:5 2 法人名: 京都大学
昔日 局 名 高等教育研究開発推進センター 重点分野 1-②、 1一③































































'FD関係者のネットワーク IF Dネットワーク代表者会議 (]apanFaculty Development Network 
: ]FDN) J (毎年10，._ 15のFDネットワーク組織が参加)、 「若手FD研究者ネットワーク(JFDN
]r.) J (64名が参加)





(4 )オンライン ・リ ソースの提供
「あさがおMLJ (999名登録)、 「大学教育ネットワーク」、 IMOST (Mutual Online System for 
































































・海外のFD関連組織、 FD研究者 ・実践者との交流 ・連携 カーネギー教育振興財団、マサチュー
セッツ工科大学、インディアナ大学、マギル大学、ソウル大学など0
・交流 ・共同研究の成果の公開 国際シンポジウムの成果の単行本化(日本語 ・英語)、 MOSTの運用
-改訂。
〔平成23年度に実施する事業内容〕
全国拠点としての活動を中心に、学内 ・地域 ・全国 ・国際の各レベルで以下の事業を展開する。










































国際レベルでは、 「相互研修型FDJ と類似の理念である SOTL(Scholarship of Teaching 
and Learning)を掲げているカーネギー教育振興財団やそのFD連携プログラムの拠点校であるインデ
ィアナ大学等と連携 ・交流関係を構築している。他にも、興味深い大学教育研究 ・実践を行っている機
関から講師を招聴することで、国際的な連携・協力体制を拡張してきている。
なお、本拠点には、学内外から任命された、 17名の運営委員、 7名の諮問委員を配置する。
[工夫改善の状況]
(略)
4.事業達成による波及効果等(学問的効果、社会的効果、改善効果等)
く〉学問的効果
センターは、大学教育実践の場をフィールドとする研究を行うユニークな機関として、関係学会(大
学教育学会、高等教育学会等)で高く評価されてきた。本拠点の活動を通じてFDの支援実践を対象と
する研究はさらに活性化し、相互研修型FDの理念や実践の特徴がより明確になってきている。こうし
た学問的成果は、センターのウェブサイト、本センターの定期刊行物(W京都大学高等教育叢書』・『京
都大学高等教育研究j])や単行本等の出版物、各種の研究会・フォーラム、国内外の学会発表といった
???
?
?
E三日
形で発信している0
0社会的効果
中教審答申「学士課程教育の構築に向けて」では、 「大学問の連携・協同」が学士の質の保証を図る
ために必要だとされている。質保証の重要な契機となる FDを実質化していくために、京都大学のよう
な研究大学に置かれた本センターが、全国拠点となって大学問の連携 ・協同を推進していくことは、わ
が国の高等教育機関全体に対して、大きな社会的効果をもっ。
。改善効果
本拠点は、全国連携では、大学教育研究フォーラム ・大学生フォーラムによって全国のFD・教育改
善事例を交流する機会をもたらし、さらにカーネギー財団との連携を通じて開発されたシステム (MOST)
などを通じて、オンラインでのFD支援も行ってきた。また、地域連携では、関西地区FD連絡協議会
の活動を通じて、地域的な大学教育改善を進める原動力になっている。さらに、学内で、行っている「大
学院生のための教育実践講座」や文学研究科のプレFDは、大学教員をめざす大学院生の教育研修とし
て先導的な取組として注目されている。
5.これまでの取組実績
(略)
6.参考資料
(略)
? ??
?
?
